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建設物価 建設資材物価指数Ⓡの概要 
 
 

１．建設資材物価指数とは 
建設物価 建設資材物価指数(以下、「建設資材物価指数」という)は、建設資材の総合的な価格動向を明ら

かにすることを⽬的に作成されている物価指数である。 
建設資材物価指数の対象は、建設⼯事において直接的に使⽤される建設資材に限定し、サービス(機械賃貸、

機械修理、⼟⽊建築サービス等)の料⾦は含まない。 
本指数は建設資材の物価変動の把握、建設⼯事費のコスト変動の分析などに利⽤することができる。 

 
２．建設資材物価指数の構成 
(１) 建設資材物価指数の体系 

建設資材物価指数には「部⾨別指数」と「品⽬別指数」があり、次のような体系となっている。 
 

建設総合指数 

建築部⾨指数     住宅(W)指数 

部⾨別指数                 住宅(SRC､RC)指数 

建設資材物価指数                 建築補修指数     事務所(SRC､RC､S)指数 

品⽬別指数                  ⼯場(SRC､RC､S)指数 

⼟⽊部⾨指数      道路指数 

治⽔指数 

下⽔道指数 

災害復旧指数 

上･⼯業⽤⽔道指数 

図−１．建設資材物価指数の体系 
 

① 部⾨別指数 
部⾨ごとに算出しており、建設総合指数は、建築⼯事、建築補修⼯事及び⼟⽊⼯事に使⽤される資材費

のウエイト(購⼊者価格)によって個々の資材価格指数を総合したもので、建設⼯事全体における資材価格
の動向を表している。 

建築部⾨指数、建築補修指数、⼟⽊部⾨指数は、それぞれ建築⼯事、建築補修⼯事、⼟⽊⼯事に使⽤さ
れる資材費のウエイトによって算出しており、それぞれの⼯事における資材価格の動向を⽰す指数系列と
なっている。 
 

② 品⽬別指数 
品⽬ごとに算出しており、各品⽬に分類される資材の包括的な価格動向を表している。 
品⽬別指数の品⽬(資材)分類は、産業連関表の部⾨分類である「基本分類」に準拠しており、『建設部⾨

分析⽤産業連関表(国⼟交通省)』の「投⼊部⾨の特別分類」を中分類とし、これに産業連関表の統合分類
及び基本分類を組み合わせた分類で、次のような構成となっている（数字は費⽬または品⽬・規格数）。 

なお、建設資材物価指数では総合、⼤分類指数及び中分類指数を公表している。 
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図−２．品⽬別指数の構成 
 

（⼤分類）          （中分類） 

１．農産物 ………………… 農産物（例・種苗、花⽊類） 

２．鉱産物 ………………… 砂利・砕⽯ 

３．繊維製品 ……………… 畳・わら加⼯品、繊維⼯業製品 

４．紙・⽊製品 …………… 製材、合板、建設⽤⽊製品等、家具・建具・装備品、紙・紙加⼯品 

５．化学製品 ……………… 塗料、その他の化学製品 

６．⽯油製品・舗装材料 … ⽯油製品、舗装材料、⽯炭製品 

７．窯業・⼟⽯製品 ……… 耐⽕物、他の建設⽤⼟⽯製品、ガラス・ガラス製品、陶磁器、セメント、 

⽣コンクリート、セメント製品、その他の窯業・⼟⽯製品 

８．鉄  鋼 ………………… 熱間圧延鋼材、鋼管、冷間・メッキ鋼材、鋳鍜造品・他の鉄鋼製品 

９．⾮鉄⾦属 ……………… 電線・ケーブル・光ファイバーケーブル、その他の⾮鉄⾦属 

10．⾦属製品 ……………… 建設⽤⾦属製品、建築⽤⾦属製品、ガス・⽯油機器・暖厨房装置、その他の⾦属製品 

11．⼀般機械 ……………… ⼀般機械（例・ボイラー、エアコン） 

12．電気機械 ……………… 産業⽤電気機器、その他の電気機械 

13．他の製造⼯業製品 …… プラスチック製品、その他の製造⼯業製品 
 

図−３．建設資材物価指数の⼤分類及び中分類の構成  
 
(２) 建設資材物価指数の種類 
 

基本分類指数       建設総合指数 

都市間格差指数                  建築部⾨指数 

品⽬別指数        建築補修指数 

                                                             ⼟⽊部⾨指数 
 

図−４．建設資材物価都市間格差指数の種類 
 

建設資材物価指数には「時系列指数」と「都市間格差指数」があり、次のような構成となっている。 
① 時系列指数 

わが国全体の建設資材の価格動向を⽉別に表す指数で、東京都区部以下の主要 10 都市（(６) 建設資材
物価指数の作成地域を参照）について、部⾨別及び品⽬別に算出している。 

 

② 都市間格差指数 
図−2 に⽰す各指数について、東京都区部＝100 とした主要 10 都市間の格差を表す指数である。全国

ウエイトを⽤い、ラスパイレス算式によって、年に１回、年平均指数として算出している。 
  

⼩・細分類 
 
 
 

64+12＝76 

品⽬・規格 
 
 
 

391 

総 合 
 
 

 

⼤分類 
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37 
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３．建設資材物価指数の作成⽅法 
(１) 建設資材物価指数の計算に⽤いる資材品⽬及び規格・仕様の選定 

品⽬等の選定は、各類に属する各資材のうち、次の基準により 391 品⽬を選定している。 
① 建設⼯事における投⼊額に占めるウエイトが⾼いもの。 
② 建設資材の価格動向を観察する上で重要な品⽬であること。 
③ 同類の品⽬群の価格変動を代表できる品⽬であること。 
④ 当会の価格調査品⽬であること。 

また、採⽤品⽬の規格・仕様は、次の基準により選定している。 
① 流通量が多いもの。 
② 価格が継続的に調査できるもの。 
③ 可能な限り当会の調査対象都市に共通して調査しているもの。 

なお、選定された品⽬及び規格・仕様は部⾨別指数の各系列に共通して⽤いる。 
 

(２) 建設資材物価指数の算式 
建設資材物価指数は、以下のラスパイレス算式(変形式)によって算出している。 

 
           ＰIJKt          Ｉ：総合(または類)指数    ｉ：各品⽬ 

Σ      ・Ｗik０ Ｐ：品⽬の価格    Ｊ：各都市 
ｉ ＰIJK０         Ｐit／Ｐi０：品⽬別価格指数    ｋ：各部⾨ 

ＩJKt ＝         Ｗ：ウエイト(建設資材投⼊額)   ０：基準時 
ΣＷik０        ｔ：⽐較時 

 
(３) 使⽤データ 
   建設資材物価指数の計算に⽤いる各使⽤データの詳細は以下のとおりである。 

① ウエイト 
ウエイトは、以下によって作成しており、10 都市の指数の算出に共通して⽤いられている。 
1) ⼤分類・中分類のウエイト 

『平成 27 年（2015 年）建設部⾨分析⽤産業連関表(国⼟交通省)』の｢特別分類建設部⾨取引額表
(購⼊者価格)｣により、建設部⾨別(建設総合、建築部⾨、建築補修部⾨、⼟⽊部⾨)に作成している。
この際、 
ａ．定義上、指数の範囲に含まれない項⽬は、産業連関表の基本分類等を参照して除外している。 
ｂ．ウエイトが極めて⼩さい中分類は、他の同類の中分類に包括している。 

2) ⼩分類のウエイト 
｢産業連関表｣の｢基本分類投⼊表(購⼊者価格)｣をベースに作成した。定義外の項⽬及びウエイ

トの⼩さい項⽬は中分類の場合と同様に扱っている。 
3) 品⽬別のウエイト 

各種統計資料による品⽬別⽣産額割合等を利⽤し、次の点に留意しながら⼩分類ウエイトを同
分類内の品⽬に配分している。 
ａ．可能な限り部⾨ごとに作成しているが、部⾨ごとにウエイトが得られない場合は、建設総合の

ウエイトの構成⽐を各部⾨に準⽤している。 
ｂ．資料が得られないためウエイトを分割できない場合は、上位類のウエイトを各品⽬に均等に配

分している。 
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4) 規格・仕様別のウエイト 
官庁・業界資料等により⽐例的に分割できる場合は、その⽐によって品⽬のウエイトを分割し、

できない場合は、品⽬のウエイトを均等に配分している。 
 

② 価格 
資材価格データは、当会の調査結果による建設資材価格(当会発⾏の『⽉刊 建設物価』掲載価格)等を

⽤いている。調査の概要は、次のとおりである。 
1) 価格の性格：原則として⼤⼝需要者渡し価格(運賃込み) 
2) 調査対象：対象資材の取扱い量が多く、かつ信頼度の⾼い企業(メーカー、問屋、特約店など) 
3) 調査の条件：原則として、現場持ち込み、現⾦決済、⼤⼝需要者を対象とした継続的な取引きにお 

ける最も⼀般的な取引数量による価格 
4) 消費税：消費税を含まない価格 
5) 価格の決定：調査対象都市の実勢価格のうち総合的判断により決定した価格を採⽤ 

 
(４) 建設資材物価指数の作成地域 

建設資材物価指数を作成している都市は、次の 10 都市である。 
東京都区部、札幌市、仙台市、新潟市、名古屋市、⼤阪市、広島市、⾼松市、福岡市、那覇市 

 
(５) 全国平均指数の作成  

全国平均指数は、建設総合・建築部⾨・建築補修・⼟⽊部⾨別の都市別指数に、ウエイトとして、『建設
投資⾒通し(国⼟交通省）』の「付表 7 地域別・建設投資額(名⽬値)」における 2015 年度平均の地域別投
資額を⽤い、札幌は北海道、仙台は東北等の 10 地域の投資額に対応させ、加重平均した指数である。  

 
(６）基準年及び改定 

建設資材物価指数は基準年を 2015 年(平成 27 年)としており、2015 年＝100 とした指数である。 
また、基準年は産業連関表の公表に合わせて約５年ごとに改定する。  
なお、基準時価格は、2015 年(平成 27 年)１〜12 ⽉の単純算術平均である。 


